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環境報告書における CSRコミュニケーションに

関する考察
一一学生の評缶からみた CSR報告書の存効性について一一

花 田 異理子

要約

環境報告書誌，環境に対する取り組みや邑社の活動による環境影響などについて，企業がステークホル

ダーにf云達するコミュニケーション・ツールのひとつで、ある。近年，環境報告書を発行する企業の数が増加

する一方，環境報告書に企業の社会的責任 (CorporateSocial Responsibility : CSR)の慨面を蓋り込み，

有効なマーケティングを実現する金業も出現している。

そこで本研究では，コミュニケーション・ツールとしての CSR報告書について，企業が期待する機能と

読み手としてのステークホルダーの関係を整理したうえで，報告書の意図する情報が，どの程度読者に伝わ

り，評価されているか謂べるためのアンケート翼査を実施した。

ステークホルダ一分類を基iこ[経済的湖面1[社会的穏面] [環境的鱒面:に関する記述の有蕪と，読者
(大学生)の評植の民謡に関する推計を行った結果，社会的鱒面については 5%水準で有意(係数段正〉で

あることから，社会的剖直についての記述が詳細になれば，環境報告書の読み手が企業に対して下す評留は高

くをることが示された。しかし，経済的懐面，環境的側冨に関しては，統計的に有意な結果は得られなかった。

すなわち，大原産業大学および

対して高い評錨を与えており， CSR報告書のコミュニケーションの有効性が確認された。しかし，その他

の側面の記述については，企業の評価を下す擦に必ずしも参考にしているとはいえないことが誰溺される。

この結果は，学生が企業のもつ環境責径と宣接の購買行動を分けて考えている可詫性を示すとともに，自

分たちに亘接関係のある社会的な哀り組み姿勢を，より重規しているという可能性を示唆するものである。
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I はじめに

近年，地球温暖化をはじめとする地球環境問

題が顕在化してきた結果，経済活動がもたらす

環境負荷の影響が社会全体の持続性に対する脅

威として捉えられるようになってきた。近い将

来に，資源エネルギーの枯渇や寵棄物処理の限

界，さらに経済活動に伴う温室効果ガスの排出

等が人類の存続を脅かす事態をもたらすであろ

うとする科学的な予測も発表されている s 例え

ば2007年 2月に発表された IIPCC(気長変動

に関する政府間パネル)第4次評価報告書第1

作業部会報告書{自然幹学的根拠)Jによれば，

20世紀半ば以誇に観測された世界平均気温の上

昇のほとんどは，人為起源の温室効果ガスの増

加によってもたらされた可能性がかなり高く，

それは主に化石懲料の使用と土地利用の変化に

起因するものとされている。化石;鞍科をiまじめ

とするエネルギーの利用が経済活動，特に生産

販売流通等の産業活動の発展に{半って増加して

きたこと，産業の高変化及び開発行為によって

土地利用の形慧が変イとしてきたことを考え合わ
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せると，現在問題となっている地球温暖化の主 に与える影響に対する世界的な危機意識が高

呂は，財サーピスの生産の増加をもたらした世 まってきた社会的背景をふまえて，全業などの

界的な経済成長にあるといえよう。しかしなが 事業者に対して，その活動による環境負荷をな

ら，今後は資源制約や麗棄物延理能力の眼界お るべく小さくする配慮が社会から求められるよ

よび地球環境問題の深刻化によって，従来のよ

うな経済発展を持援することは国難で島ろうと

予測しているのである o IPCC報告書の特別報

告(温室効果ガス排出シナリオ〉では.r高度
経済或長が続き，新技術や高効率化技第が急速

に導入されるJ社会に対して「経済，社会及び
環境の持続可能性のための世界的な対策に重点

がおかれるj社会が，最も温暖化の影響が小さ

くなるシナリオとして設定されているのである

(気象庁， 2007) 0 重要な経済主体である企業に

も，その経済的な活動がもたらす環境負荷を減

らし，社会的に認められる取り組みを行うこと

が求められている。

こうした持続可龍な経済社会を実現する方策

のーっとして，温室勢果ガスの排出をはじめと

する全業の環境負荷に対する政策的な倍格づけ

を行う政策が，今後積彊的に実施されるものと

考えられるa 前述の IPCC第 1作業部会報告

に続いて 5見に発表された「第3作業部会報告

書{気候変動の緩和策)Jでは，温室効果ガス

の排出緩和を促すインセンテイブをもった各国

政府の政策手法は多種多援にあると指請した上

で， r炭素の真の錨格または詰示面格を示す政
策は，生産者や消費者に対して，温室効果ガス

の排出が低い製品，技術，プロセスに多額の投

資をするインセンテイブを提訣する可能性があ

る。Jr効果的な炭素倍格シグナルは，すべての
部門において大きな緩和ポテンシャルの達成を

可能にするかもしれないJ という点で多くの
意見の一致を見たことが記されている。すなわ

ち今後，企業の経済活動がもたらす環境負荷に

対する経済的・規制的措置が強化されることが

予想される。したがって，企業が環境負荷を削

減する努力が社会から求められるとともに，そ

の努力を市場に伝えるコミュニケーションの必

要性も増していると言えよう。

このように人間の経済活動が地球環境問題

うに去ってきたむさらに，マーケティングの鰻

点から，企業の負荷削減の取組などの環境配慮

活動とその成果は，自社の事業活動から生じる

環境負荷に関する靖報とともに社会に伝える

ことが重要にまってきた。こうした額向を受け

て，企業がステークホルダーに情報を伝達する

コミュニケーション・ツールのひとつである

「環境報告書J(実捺のタイトルは「環境・社会
報告書JiCSRレポートjなど)を発行する金
業数は年々増加している(図 1) 0 

近年，企業の相次ぐ不祥事によって企業のコ

ンブライアンスが関われるようになると，金業

市民としての行動や人事面の配車といった金業

の社会的責在 (CorporateSocial Responsibil-

ity: CSIり，すなわち「全業が社会の一員とし

て果たすべき役割と責任jに対して，より一層

の注目が集まるようになってきた。

同時に企業の側も環境経営や事業活動におけ

る環境配慮性のみならず，社会的公正性につい

ても企業評舗の基準となるとの認識をもつよう

になってきた。つまり，金業は環境酉や社会面

にも記意していることを，企業の利害関係者で

あるステークホルダーに靖報伝達していくこと

が事業戦略上きわめて重要になっている。

その結果，環境報告書に CSRや持続可能性

の備面を盛切込み，環境配慮経営やエコデザイ

ンを効果的iこアピーjしすることによって，有効

なマーケティングに結び付けようと考える企業

も増えてきた。すなわち，企業は環境報告書の

作成公表によって，利害関係者に対する環境コ

ミュニケーションが促進され，社会からの信頼

を得るとともに市場における昌社の金業評偏

につながることを期待しているのである。

つまり環境関連報告書には，従来の博報開示

機能に担えて，ステークホルダーとのコミュニ

ケーションという機能も求められている。特に，

企業が不祥事を起こしたときの対応といったワ
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図1 環境報告書を作成する企業数
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(出典:環境者「環境にやさしい企業行動調査 平成17年度J)

スクコミュニケーションのあり方が間われるよ

うになり，報告書も一方的インフォメーション

にとどまらず，ステークホルダーの評舗を受け

止めて反映させるコミュニケーション能力が要

求されてきている。

一方，企業が報告書の読者として想定するス

テークホルダーと 実際の読者が一致していな

いという指橋(平山， 2004)や，全業が開示す

る靖報と，読者が知ちたい清報のギ、ヤツプも指

摘されている(筑紫， 2005)。

そこで本研究では，コミュニケーション・

ツールとしての CS支報告書について，企業が

期待する機能と読み手としてのステークホル

ダーの関長を整理したうえで，報告書が情報を

読み手に缶達し，その意留した効果を挙げるこ

とに成功しているかどうか，アンケート調査を

通じて考察を行う。

歪 cs司(企業の社会的責任)の概念

1. B本における CSR概念

CSR (全業の社会的責任)が意味する内容

は，国によってかなり異なっている。

JlI村 (2007) によれぜ，日本における CS畏

概念は，おおよそ 5つの時期に分けられる。す

なわち，経済同友会が f経営者の社会的貢任の

自覚と実践jという提言を発表した1956年を基

点とすると，第 1期の CSまは，各地で顕在化

してきた公害と環境汚染問題に対して湧き上

がった社会の全業不信に対E与するため，企業が

経済活動を行う際に環境汚染などを引き起こさ

ぬよう留意することを意味していた。

第2期 (1970年代〉には，石油ショック後に

高まった全業の利益至上主義批判を受けて，組

識内に公害担当部署を新設したり，利益還元目

的の財団を設立する動きが出てきたむその後

1980年代に入ると バブル経済の拡大に停って，

地面高鷺や東京一極集中などに対する批判が高

まってきた。そこで企業は企業市民としての

フイランソロピーやメセナを展開することにな

る。これがCSRの第3期である。

第4期 (1990年代)はそのバブル経済が崩壊

し，一方で地球温暖化などの世界規模の環壌問

題が顕在化してきたため，金業は論理問題を追

及されるようになった。このころ，日本経団連

は実費的な CSR憲章である f経毘連企業行動
憲章(1991)jを策定し，多くの企業において

地球環境部の設量や，社会貢献活動の取り組み

などが進んだ。そして21世紀に入った第5期は，

相次ぐ企業の不祥事によって，ステークホル

ダーの危機感が高まり，投資先に環境意識の高

い企業を選択する SRIファンドの登場，全業

における CSR室の設置などを通じて， CSR 
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経営が本格的に進められるようになってきた。

その結果，現在の CSRは， i持続可能な社会
をめざすために，企業が，単に経済活動だけで

なく，環境および社会問題に関しても配慮する

ことを通じて，地域や社会と共生し，そのため

の説明責任を果たすことJであると考えられる。
その緊， とくに利害関係者であるステークホル

ダーに対して説明責在(アカウンタどリティ)

を果たすことが重要であるとされるのである。

日本経営翁理学会 (2007) も，日本における

CSRの定義に共通するコンセプトとして，持

続可龍性，ステークホルダー・ミーティング，

トリプルボトムラインの 3項目を挙げている。

つまち， i企業と社会の持続可能な発展を促進

することをE的として，ji不祥事の発生を未然
に防ぐとともに， トリプルボトムラインと蒜さ

れる経済・環境・社会に対して覆極的に貢戴し

ていくためにj，iマルチ・ステークホルダーの

エンゲージメントを通じて，ともに進める制度

的義務と主非的取組みの責任jがE本型の

CSRであるといえよう。

経済同友会が2003年にまとめた企業白書でも，

資本市場，消費者車場，サプライチェーン市場，

労犠者市場で CSRを重視する動きが加速い

企業に大きな影響を与えつつあることが指捕さ

れている。

2. ステークホルダーと CSR

CSRを進めるうえで、重要な概念の一つであ

る「ステークホルダー・エンゲージメントjは，

現在策定作業が進められているおO/SR(社

会的責任)規格の第 2次作業文書 (1SO/

26000/WD 2)でもとくに注目されている居

語である。このなかでステークホルダー・エン

ゲージメントは，汗E互に受け入れ可能な成果
を成就するための，組織とそのステークホル

ダーとの関の梧互的で意欲的な協力関係」と定

義されている(松本， 2006) 0ここでステーク

ホルダーとは，企業などの組識を取り巻く利害

関係者のことで，金業が影響を与えたり，影響

を受けたりする個人や集団を指す。最近の日本

における CSRの高まりは コンブライアンス

からの導入強化であったり11村， 2007)むその

結果，ステークホルダーの範囲が広がり，直接

市場関係者としてのステークホルダーに加えて，

広く社会全誌の様々な主葬に対して，コミュニ

ケーションを陸る，五、要性が高まっている。

企業活動における社会的責任に関するコミュ

ニケーション・ツールとして，環境関連報告書

は重要な役割を期待されている。社会に向けた

惜報公爵のための報告書に関する基本的なガイ

ドラインとして， GR1 (Global まeporting1n-

itiative) の「持続可能性報告のガイドライ

ン」がある。その目的は，組織が持続可能な社

会に向けてどのような貢言えをしているかを明確

にし，組織自身やステークホルダーの理解を容

易にする国緊レベルの基準を策定・普及するこ

とであった。その基本には，持続可龍性報告書

が，金業や社会の持続可龍性に関して栢互に関

連した経済・環境・社会という 3側面の情報を

鱈羅すべきとする考え方がある。すなわち，企

業等の健全な発展は，経済的利益の追求だけで

は成し得ず，環境との調和や従業員の労働条件

などの社会的公正性への配慮が不可欠であると

いうことである。とくに経営環境が護雑さを

増す中で，全業が顧客や投資家，挟給業者や従

業員等のステークホルダーと継続的な対話を持

つことが必要であるが，その基本的なツールが

持続可能性報告書であること，さらに NGOや

地域社会，途上国といった広義のステークホル

ダーとの関孫も，持続可能性等に関する今後の

取り組み計画の透明性やオープンな対話を通じ

てパートナーシップを強化し，信頼を構築する

手助けになると考えているのである(フォイヤ

ヘアトら， 200針。日本経団連 ICS豆推進ツー

ル」でも，ステークホルダーとして，ヨ〉消費

者・顧客，号取引先，③株主，⑤社員，@

政治・行政，⑦コミュニテイ，③ NGO/

NPO，⑨途上国，が挙げられている。

そこで，まず， GR1 I持続可能性報告のガイ
ドライン (2002)jにおいて，経済的パフォー

マンス必須指標の項自に挙汗られている「顧
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函2 企業を寂り巻くステークホルダー

口 重接市場利害関係者(狭義のステークホ1レダー)
Cコ社会における関係者法義のステークホルダー)

客Jr侯給業者Jr従業員Jr投資家Ji公共部
門jのうち，公共部門を除き， i同業他社」を

加えた 5者を，直接市場関係者，すなおち狭義

のステークホルダーと考えよう g 一方，広義の

マルチ・ステークホルダーとしては， f政府・

行政」のほか， iマスメディアJiNPO・
NGOJ i地域社会Ji途上国Ji地球環境j等，
企業の営利活動に直接関採しない主体や春在が

含まれるものとする(図2)。

これらのステークホルダーとトリプルボトム

ラインの関係を整理したものが表1である凸

こうしたマルチ・ステークホルダーとのコ

ミュニケーションを通じて， CSR 活動を推進

していくための重要なツールが，環境報告書か

ら発展変容してきた CSR報告書なのである。

3. トリプルボトムラインと CSR報告書

トリプルボトムラインは，イギリスの環境コ

ンサルティング会社「サステナゼワティ社jを

興したジョン・エルキントンが1994年に発表し

た概念である (Elkington，2003)が，企業活

動を，経済面だけでなく，環境面社会酉を含め

た3側面について 総合的提点から評倍する考

え方として世界的に正がった己多くの企業が環

境関連報告書を作成する際に参照する G豆Iの

f持続可能性報告のガイドライン (2002)Jでも，
持続性とは何かについての定義は行わず，経

j斉・環境・社会という 3要素に関する報告書の

指諜を挙げて，ガイドラインとして発行した経

韓がある(高ら.2003)。このガイドラインで

は，パフォーマンス指標をトリプルボ、トムライ

ンに準拠した形で， i経済的パフォーマンス指

標Jr環境的パフォーマンス指標Ji社会的パ
フォーマンス指標」にまとめるよう勧めている。

その具棒的な項目は，その組織の経済活動がどの

ように市場関係者としてのステークホルダーに関

わってくるかを貯務靖報として示すのが「経済

的パフォーマンス指標J.組識の活動が環境iこ
及ぼす影響を報告するのが「環境的パフォーマ

ンス指標J.そして社会的な活動や公正性に配
意する攻り組みを定量的ばかりでなく定性的靖

報としても報告するのが「社会的パフォーマン

ス電報Jとされている〈水尾ら.2007)。
経済性に加えて，環境的パフォーマンスや社

会的パフォーマンスという新たな評侮軸は，企

業i言動の費的変換をせまるものではあるが，司
時に数値的な表現が国難な内容も多く含んでい

るG そのため企業には ステークホルダーへの

よち的確な情報提供の工夫や，ステークホル

表l トリプルボトムラインの3傭面とステークホルダー

トリプルボ‘トムライン 詩に関連すると思われるステークホルダー

経済的根，Ij面 消費者・顧客，取引先，同業他社，従業員，投資家

社会的鶴面※ 政府・仔政，地域社会，従業員，マスメディア，途上国， NGO 

環境的関面 地境社会，従業員，顧客，投資家，地諌環境

※社会的責f壬投資や市場における環境価値の認識を通じて， It支資家」や「顧客j も関連をもつものと
考えられる。
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図3 環境翼連報告書のタイトルの誰移

2006年

2005年

2004年

む% 20% 40% 60% 80% 100% 

i璽環境 置環境社会 DCSR ロサステナピリテイ ーその弛i
環境:i環境報告書Jf環境経営報告書jなど
環境・註会:i環境・社会報告書Ji社会・環境報告書Jなど
CSR: iCSRレポートJiCSR報告書jなど
サステナピリティ:iサステナピリティレポートJi持続可能性報告書jなど
その他:企業独自のタイトル

出所 :8経エコロジー (2007年2月号〉

ダーからのフィードパック情報をもとにした経

営行動の修正などが求められることになる口

CSR関連情報の伝達やステークホルダーの認

識の醸成，さらに金業とステークホルダーの行

動変容まで含めたプヨセスこそが. rCSRコ

ミュニケーションjであち，その代表的なツー

ルがCSR報告書で忘る。

皿 環境報告書における

CSR報告書の現状と動向

1.環境報告書から CSR報告書への推移

環境への叡り組みをまとめた報告書のタイト

ルは， r環境報告書Jから， CSRや持続可詑性

など，社会への配憲を打ち出したものが増加し，

2006年には84完にの迂っている(函 3)。その

中でもとくに rCSRJを冠する報告書の割合

が増えている。

報告書のタイトルと内容との関連を比較した

サステナピリテイ・コミュニケーション・ネッ

トワークのレポート (2006) によれば， rCSR 

レポートJr社会・環境(環境・社会)報告
書jなどは金業の社会的責任や社会的信頼度を

主題に置き，入権・労蘭，地域社会との関わり

などについての理念や活動状況を報告している

のに対して， rサステナピリティ報告書Jr持続

可龍性報告書jなどは地球環境や人類の持続奇

麗性を主題において，それに向けた企業の理念

や活動を報告している。

しかし，現段階ではまだ「環境報告書」から

の通渡期にあると考えられることから，タイトル

をもって内容の違いを判断することは困難である 9

また，各社の報告書が読者として想定するス

テーク本ルダーの違いも明確でiまないc これは，

CSR報告書が財務報告書と異なり，個々の全

業にとって，幅広い読者暑を想定した内容に

なっているためであると考えられる。

2.環境やCSRの至宝り組みに関する報告

企業の説明責をに関しては. IS014000シ

ワーズにおいても積極的な情報開示を求められ

ている c また，その報告 (reporting) の記載

内容は. GRI (Global Reporting Initiative) 

や環境省のガイドライン策定などを通じて網羅

性が高まったと言えよう。しかし，一方的な清

報発信は，必ずしも企業が意図するような理解

の促進に結びついているとは言い難く，環境

gooのインターネット調査によれば，求める情

報が満たされていると感じている入の割合辻，

2004年以降むしろ減っている。〈図4参照〉

本来， トリプルボトムラインの 3側面は相互
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国4 報告書による満足の麦合い

35 

全体として求める情報が満たされたと感じる度合い(環境goo会員)

。 20 40 

に関連しているものと考えられるが，各鰭面と

とくに関採が深いと思われるステークホルダー

を特定して的確な情報伝達に努めなければ，報

告書のコミュニケーション・ツールとしての自

的は達成できないa そこで，企業の情報発信と，

ステークホルダーの評倍の関係を調べることで，

報告書における CS豆コミュニケーションの有

効性を調べることにする。

N CSR報告の有効性の調査

1.調査の概要

(1) 調査の自的

本研究の目的は，全業が意図して伝えようと

している清報が，ステークホルダーに伝わって

いるかどうか明らかにすることである。そこで，

各報告書における CSR関連項目の記載と，読

者の評姐との関連を調べ，報告書の記載内容を

通した CSRコミュニケーション効果の有効性

について考察する。

(2) 調査の概要

①調査対象として選んだ 5業種19社の

CSR報告書について トワプルボトム

60 

n= 

(3801) 

(1079 ) 

(529) 

(484) 

1 義援一.示 (1134) 

(1559) 

(1951) 

.8 
80 100 

ラインの 3慨面24項目の CSR関連情報

の記載数を調べる。

② アンケート罰答者辻報告書を全ページ

読んだ後で，その発行金業に関する 5種

類の評価を 4段階で宥う。

③ 各報告書における CSま関連項昌記載

数と，読者の評倍の関連の有無iこついて

検討する c

③ アンケート昌答者

2大学(大阪産業大学人間環境学部・龍

谷大学理工学部)

3クラス (1環境経済論Jr環境経済学」
「生話環境学J)の受講生

333名(男性276名女性57名，平均年齢

20.8歳)

⑤ アンケート実施時期

2007年 6月一 7月

(3) CSR報告書の選定

本研究では，謂査対象として 5業種の環境報

告書を選んだ。業種の選定に当たっては，環境

(CSR) コミュニケーションに熱心である業謹

に関する 3つの特徴(花田t 2∞6) を考憲した
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うえで，それぞれの特設をもっと思われる業種 方， [石油流通}業は，有摂な資諌である化石

を決定した。 焼料の流通販売に携わることから，資源の蕩尽

まずコミュニケーションに熱心な業種の第 1 と温室効果ガスや酸化物の排出という面で，自

の特徴は， r顧客が消費者であり，企業との距 然環境に与える環境負荷は非営に大きい。した

離が近いこと』であったo [電気機器】の家電 がって，社会匿に対する配慮と，環境への思り

メーカーでは，消費者の興味が売り上げにスト 組み行動をアピールする環境コミュニケーショ

レートに反映する。商品選択の際，購異動機の ンを重要視していると考えられる D

ひとつはもちろん橿格であるが，例えば省エネ そして第3の特徴として.r環境への叡り組
効率や燃費効率といった環境効率を上げること みが本業と深く関係している業界Jでは，環境
が，ランニングコストの前減につながると消費

者に訴えれば，消費者を購買行動へ動機づける

ことが可能になる。また，家電製品辻日常生活

に深く関わるため，“地球環境ー縁・健療にや

さしい"というイメージが企業にとって有利に

働くと推測される。なお家電業界は，環境経営

の冨i繋規格であるお014001の認証取得にも熱

心で，早い時期から認証取得した企業が多かっ

たことも，消費者との距離が近いという市場特

性を反映したものといえよう。また， [小売・

外食}業の全業の報告書では，地域や顧客とと

もに環境に取り組んでいく姿勢を訴えているも

のが多かった。とくに流通業界では，スーパー

マーケットのマイバッグ運動やマッチング・ギ

フトに見られるように，顧客の行動化を通じた

効果を顛待しており，消費者を意識したコミュ

ニケーションの重要性を企業が認識していると

考えられる。

第2の特徴は， r事業内容そのものの環境負
荷が大きし社会に向けて重大な説明責f壬をも

つことjであった。[輸送用機器】の自動車

メーカーは，使用時の排気ガスによる大気汚染

や，交通事故の発生リスクなど，社会的に重大

な影響を及ぼす財の生産に携わっていることか

ら，社会的な批判に対応して環境コミュニケー

ションを常に心が吋ている。また，自動車メー

カーは前述の第 1の特徴も併せ持っている。ト

ヨタがハイブリッド・カーの開発を急いで世界

に先駆けて販売したことによって，環境ブラン

ドという大きな価笹を手に入れたことが，この

業種における環境コミュニケーション合戦に拍

車をかける最大の要因となったと思われる。一

コミュニケーションを効果的に利用して事業活

動も進めていくという結果が示されたo [損害

保険]業では，異常気象といわれるような台風

や豪謂，地震などの岳然災害の増加により，そ

の被害に対する保検金支払額が急増している 9

5本でも， 2004年には，国内観溺史上最多とな

る10個の台嵐が上陸し 過去最高の7，200億円

の保険金が支払われた(損保ジャパン HP)。

損害探険の仕組みそのも丹は，温暖化や気象被

害に対して麗弱な社会への影響を軽減する方策

である。しかし.IPCCや英国損害保険業協会

のまとめた報告によれば，異常気象の被害は，

1950年代の40憧ドル/年から.1990年代は400

憧ドル/年と10倍になり，さらに台風やサイク

ロンのもたらす経済的損失と保挨金支払額が，

同調して増加のトレンドを示している〈原沢，

2005)。異常気象の増加は保設金支払いを通じ

て損害保検業界の収益を悪化させる要因と会っ

ており，大気中の温室効果ガスを早期に安定さ

せる温暖化訪止のライフスタイルを社会に訴え

ていくことは経営環境の改善の観点からも重要

であると考えられる。

以上，環境コミュニケーションに熱心である

と考えられる 5業種から，それぞれ 4社の

CSR報告書 (2006年版)を各社15罰ずつ準備

し，講義時間の中で，学生一人1冊ずつ配布し

た。学生は，報告書のすべてのページに目を通

した後でアンケートに回答した。なお，準慌し

た報告書のうち自動車メーカーの1社(，豆ONDA

の社会活動J)については社会性のみに特化した

性格が強かったため，集計から外すこととし，

19社の CSR報告書および、回答を検討対象とし
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表2 調査企業と報告書のタイトル
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業 種 企業名

松下グループ

家電メーカー
東 一之++-

B 呈fL・
SONY 

セブPン&アイ

小売業
イオン

西 友

イズミヤ

TOYOTA 

言動車メーカー NISSAN 

いすず

ジャパンエナジー

石油流通
出光グループ

コスモ石油グループ

昭和シェル石油

損害保険ジャパン

損害保険
日本興童保険グループ

あいおい損害課険

た。対象全業及び発仔されている環境関連報告

書のタイトルは表2の通りである。

(4) CSR関連記述の調査項目

CSR関連の記述として， トリプルボ、トムラ

インの 3鶴面各8項自の計24項目に隠して，報

告書における記載の有無を調査した。報告書記

載数を調査するチェック項目は，経団連の

iCSR推進ツールJおよび日本財団公益コミュ
ニティサイトの iCANPA主 CSRプラス」に

おける CSR項目を参考にし，以下のポイント

を考慮して作成したむ

経済的額面では，金業の甫場経済における亙

接関係者として，消費者，投資家，従業員，取

引先を想定し，それら狭義のステークホルダー

に対するコミュニケーションの観点から，

チェック項目を作成した。

社会的備面は，経営活動における公正性の確

保と，地域社会国際社会に対する貢献活動およ

びステークホルダーとのコミュニケーションの

確保をチェック項自としたむ

報告書のタイトル

サステナぜT)ティ報告書

CSR報告書

CSR報告書

CSR報告書

CSRレポート

環境・社会報告書

サステナピリティ・レポート

社会・環境活動レポート

'サステナピT)ティ報告書

サステナピリティ報告書

環境・社会報告書

CSR報告書

CSR報告書

サステナピリティ報告書

CSR報告書

CSRコミュニケーションレポート

CSR報告書

CSR報告書

CSR報告書

環境的劉面辻，事業活動による環境負荷を削

減する取り組みおよび、環境マネジメント関連活

動をチェック項目としたむ

①経済的側面

・消費者が安全性を確認できるラベリング

の導入

・消費者が環境効率を判断できるラベリン

グの導入

・環境会計会ど環境面の収支状況

・SRIファンドの実積

・従業員のワークライフバランス考憲

・労使関のコミュニケーション/労働組合

組議率

・サプライチェーンへの CSR取組・技術

支援

・株主とのコミュニケーション活動

② 社会的側面

・コンブライアンスに関する基本方針等の

作或

・顧客・従業員の信人清報保護に関するガ
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表3 報告書における 3剖酉の記述数〈業種平均)

業 種 経済 社会 環境 士IJ}会bAロ、

家霊メーカー 5 6.5 6.75 18.25 

小売業 5.75 5 6 16.75 

自動車メーカー 5 4.7 6.3 16.67 

石油流通 4.25 6 5.75 16 

損害探険 4.25 5.5 5.25 15 

イドラインの作成

・人権に関するガイドライン等の設置

・顧客からの苦情件数や内容等の情報開示

• CSR活動への市民参加機会の提供

・従業員の賓献活動支援

・地域社会への貢献活動

.国際社会への貢献活動

命環境的儲酉

・車会送物流過程の負荷削減の取組

・ゼロエミッションなど麗棄物削減の取組

・環境負荷(水資源使用量)

・環境負荷 (C02排出量)

・寵品の環境倍値向上(開発・発売)

・グリーン購入など資材調達時の環境配慮

.全社的なEMSの導入

・従業員対象の環境教育の実施

各報告書における上記24要自の記載状況をま

とめたものが表3である。

どの業種も，環境的測匡の記載数が多かった

の拭，これちの CSR報告書が f環境報告書j

から変化してきたという経緯によるものと患わ

れる。また，経j斉的健面の記載数では，法費者

に近い業種の報告書における記載数が多かった司

これらの企業では，市場の直接関係者を意識し

ていることを示していると思われる。

(5) 報告書の読者による評錨項目

本研究ではt CSR項目の記載清報が，ス

テークホルダーの評価に与える影響について講

べるために，その全業に関する知識理解度 (Q

1 )および総合的な評髄 (Q5) を尋ねた。ま

た，大学生という回答者の属性から，自らその

立場に立って評価を下すことが容易なステーク

表4 アンケートの評価と 3側面の記述数との関係

係数 課準誤差 t 

経語的制面 0.069 0.20 0.34 

環境的側面 0.096 0.15 0.64 

社会的側面 0.46 0.12 3.84 

ホルダー，すなわち f消費者・裏客J(む 2)t 
「投資家・株主J(Q 3). r従業員・求職者j
(Q 4) の3つの立場での評錨を尋ねることと

したむこれ辻，表1に示されたように， トワプ

ルボトムラインの 3側面のいずれにも深く関

わっている，あるいは今後関わると考えられる

ステークホルダーが，1{言費者Jr投資家Jr従
業員jであることから，それぞれの立場での評

価が3側面の記述に対する関心を総合的に反映

すると考えたからである。

なお，実際に用いたアンケート用紙は資料1

の通りである。

2.調査の結果と考察

(1) 記載項目数に対する匝答者の評僅につい

ての匝需分析

報告書における靖報項吾の記載数と，金業に

対する評価の係数を，以下の推定式による囲帰

分析で求めた。なお，個人が環境報告書を読み，

その全業に対して行う評留は， 5間の田答 (4

点、~1 点)の合計点とした。その結果をまとめ

たものが表4である。

推定式 Yij=α 十Xjβ+Ujj

ただしt Xj:金業jの報告書の記載内容

Yij : 1園入 iが環境報告書jを読んで金業j

に対して行う評価

α:環境報告書を読まない場合の企業全

穀に対する基準となる評価

/3 :項巨の記載数が増えることによって

評倍がどれだけ向上するか示す孫数

日j.評価を下す人の晴好を表す撹乱項

その結果，社会的慣IJ面については 5泥水準で

有意であり，係数辻正であった。したがって，

社会的側Eについての記述が詳穏になれば，環



March 2008 環境報告書における CSRコミュニケーションに関する考察

資科1 アンケート調査の内容

環境報告書を読もう!
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近年， I環境報告書J[CSR報告書]など，員オ務以外の報告書を発仔する全業が増えてきました。それら

の報告書を読んだ皆さんに，その企業の印象をお尋ねします。

まず，報告書のすべてのページを読んで下さい。次に，以下の設問を読んで，自分の印象に最も近い選択

設を一つ選んでOをつけて下さい。

なお，回答は成講評価とは関係ありませんので，自分の気持ちを正室に答えてください。

報告書の番号( ) 

[Q 1] :この企業のことが良く分かりましたか?

口とてもよく分かった

己だいたい分かった

巳あまり分からなかった

口全集分からなかった

[Q 2] :抱の企業より，この企業の製品を買いたいと思いますか?

口ぜひ買いたい

巳できれぜ買いたい

巳あまり買いたくない

巳全然買いたくない

[Q 3] :組の企業より，この企業の株や嶺券を買いたいと患いますか?

巳ぜひ買いたい

巳できれば異いたい

口あまり買いたくない

口全然買いたくない

[むι:この企業で鵠きたいと患いますか?
巴ぜ、ひ働きたい

口できれば働きたい

口あまり働きたくない

巳全然動きたくない

[Q 5] :この企業は長い企業だと思いますか?

己とても良い企業だと思う

口まあ良い企業だと患う

巳あまり長い企業だと思わない

口全然良い企業だと思わない

あなたの性別i男・女; 年齢1 I歳 実家の所在地i i由・都道府県

あなたはこうした報告書を読んだことがありますかc あればその理由も 0

1ない・ある(理由 ) ! 

境報告書の読み手が企業に対して下す評髄は高

いものになることが示された。しかし，経済的

側面，環境的側面に関して辻，統計的に有意な

結果は得られなかった，

なお， i消費者」としての評価を尋ねた間2，

「投資家」としての評倍を尋ねた関 3，i従業
員j としての評笛を尋ねた関4における結果と，

各劉面の記載数の障にも，統計的に在意な関連

はみられなかった。また，今居の回答者は学生

であるため，年齢の轄が小さく，また性問や岩
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住地，さらに報告書を読んだ経験などの属性に あるが，今後はある程度読者を絞るか，ステ一

関して，報告書の総合的評価に有意な差は示さ クホルダ一部の報告書を発行する方向に変わっ

れなかった。

(2) 考察

本課査の毘答者においては，環境報告書を読

む擦に社会的健菌の記述に対して高い評価を与

えており， CSR報告書を通じたコミュニケー

ションの有効性が確認された。しかし，その他

の鶴酉の記述については，企業の評錨を下す際

に必ずしも参考にしているとはいえなかった。

この結果法，日本の CSまが金業のコンブラ

イアンスの導入を契機iこ高まりを見せたことが

影響している可能性がある。読者(学生)も，

法令顕守や社会的公正性などの観点iこ関心が高

かったと考えられるからである。

また，学生である回答者の多くは，経済的自

立をしていないた吟に，購買や投資行動を現実

的に考えることができず，結果的に自分と企業

の接点として，社会的側語を重視したものとも

考えられるむ

さらに，学生は報告書から得た企業の CSR

活動の情報と，実際の購実行動，投資行動，就

聴行動を分けて考えている可龍性がある o 1章

3節で述べたように， CSRコミュニケーショ

ンがステークホルダーの行動変容までを含めた

プロセスであると考えるならば， CSR報告書

のコミュニケーションの有勢性を高めるための

さらなる工夫が必要であると思われる。

V おわりに

本研究では，環境報告書の発展形である

CSR報告書において，その記載内容と読者の

評値の関係を検討することによって，報告書の

コミュニケーション機能について謂べた結果，

社会的側面の記述に関してのみその有効性が確

誌された。しかし企業がCSR報告書を発行す

る目的は，たんなる情報開示ではなく，ステー

クホルダー・エンゲージメントを通己て企業市

民としての社会的責任を果たすことにまで広

がっている。現在は，広い範罰の多議なステー

クホルダーを想定して作成されている報告書で

ていくことも考えられるc

また，この数年間，環境報告書がCS支報告

書へと変容してきた結果， トリプルボトムライ

ンに沿った構成を持つものが増加してきたこと

に加えて，ステークホルダー・エンゲージメン

トに関する記述も境らかに増えてきているc し

かし，持続可能性の視点をもった記述は，今匝

の調査でもまだ少ないと感じた。金業と社会の

持続可能性の視点は，金業が広く社会的責任を

果たすうえで大変重要である。今後CSR報告

書にどのような形で持続可能性が盛切込まれて

いくのか，調査を続けていきたいと考えている。

なお，今自の調査に参加した数名の学生から，

「報告書にはいいことしか書いていないのでは

ないか」といった読後意見が関かれたc これは，

CSR報告書がまだ一方的な情報伝達にとど

まっていることを示したものと考えられる。今

後は読者からの意見を汲み取って次の行動に生

かしていく双方向性・対話性や，具隼的表現に

よる企業の独自註を強調する必要があることを

惑じた。

また，学生を酉答者にした結果，読者のリテ

ラシ一能力を関拒する必要性も惑じることと

なった。実際に， i環境報告書を読む会j と
いった形のステークホルダー・ミーテイングを

罷催する企業が増えてきている。すでにいくつ

かの企業では子供向け報告書を発行しており，

将来のステークホルダーへの動きかけという機

能を報告書にもたせている点が注目されるむ筆

者自身も，大学教育のツールとして，また子宮民

の環境意識向上のためのツールとして， CSR 

報告書を活用していくつもりであるc

なお，今田の調査では呂答者を学生としたが，

今後は多様な属性を持った回答者に対して研究

を続けたいと考えているc

[参考文献]

( 1] John Elkington ns This a CSR Bubble? 

01 October 2003j SustainAbility守主HP



立arch2008 環境報告書における CS豆コミュニケーションに関する考察 41 

http://www.sustainability.com/insight/radar-

article.asp?id=144 

[2] JII村雅孝同本型の CSRへj経済法令研究
会編?金融 CSRJ総覧 2007 p.347 -p.353 

[3 J 環境格付プロジ、エクト f環境搭甘の考え方一
環境棒付のステークホルダーと評姐理論-j税

務経理協会 2002 

[4 J 環境省 I環境にやさしい企業行動譲査平成
17年度』平成18年12丹

http://www.env.go.jp/policy/j-hiroba/kigyo/ 

h17/index.html 

[ 5 J 一一一一「環境報告書ガイドライン (2003年

度版j

[ 6 J 環境省資料「中央環境審議会環境に配慮し
た事業活動の健進方策についてj平成16年3月

[7J 環境報告書ネットワーク ICSRと持続可能

性報告J2003年9月

[8 J 一一一一 ICSRの本賓と現状J2004年10丹

[9 J 気象庁訳 IIPCC第4次評錨報告書第 1作業

蔀会報告書 致策決定者向け要約J2007年3月

20日 (2007年8Ji 27日修正)

http://www.data.kishou.go.jp/climate/ cpdinfo 

lipcc/ ar4/ ipcc_ar4_ wg l_spm_J pn_rev2.pdf， 

p. 1. p.12. p.16 

[10] 気長変動に関する設府間パネル「第4次評錨

報告書第三作業部会報告書 気候変動2007:気

候変動の義和 政策者向け要約J2007. 5 .14 

http://www.gispri.or.jp/kankyolipcc/pdfl070 

515IPCCWG3-SPM(GISPRI).pdf p.28-p.29 

[11] 経涜同友会「第15因企業白書~市場の進化と

全業の社会的責差経営-J 2003 

[12] 経済産業省「ステークホルダ一重視による環

境レポーティングガイドライン200lj

[13] 高厳・辻義信.ScottT. Davis .瀬尾監史・

久保田政-r企業の社会的責任i日本規格協会
2003 p.32-33 

[14J 後藤敏彦 f環境報告書から，サステナピリ

ティ報告書・ CSR報告書へi経済誌令硯究会

編「金融 CSRJ総覧 2007 p.262-p.269 

[15] サステナぜリティ・コミュニケーション・

ネットワーク rCSRの可能性一日本企業の現

況とその基本理念-JNSC. 2006年10月

[16J GRI I持続可能性報告のガイドライン (2002

年改定)J

[17] 損保ジャパン豆P

http:以www.sompo-japan.co.jp/environment/

envreport/2005/ 

[18] 谷本寛治編著 ICSR経営企業の社会的責

任とステークホルダー」中央経済社 2004 

[19] 筑紫透 rCSR報告書私たちはここを読

む・これを知りたいi第2屈社会とつくるサス

テナゼリティ・コミュニケーション資料 ゼネ

ラル・プレス 2005.11.16 

[20] 百経エコロジー『環境経営事典2007j 日経

BP社. 2007年

[21J 日経 BP環境経営フォーラム資料 f環境・

CSR報告書大全j日経エコロジー 2007年2

月号

[22J 日本経営倫理学会 CSRイニシアチブ委員会

ICSRイニシアチブ~取組みガイドと53事例j

日本規格協会 2007 

[23] 日本経済団体連合会 f企業行動憲章j2002年

10月158

http://www.keidanren.or.jp/japanese/policy / 

cgc b/ torikumi.html 

[24J 一一一一-rCSR促進ツールJ2005年10月4日

http://www.keidanren.or.jpapanese/policy/csr 

/tool.pdf 

[25] 日本財団公益コミュニティサイト rCANPAN

CSRプラスjhttp://canpan.info/csr/ 

[26J 花田異理子『全業の環境コミュニケーション

に関する一考察~業撞聞にみた環境報告書の発

育動向より -j龍谷大学経営論集第45巻 4号

2006年 p.14-p.41

[27J 原沢英夫 f異雷気象の被害は増えている ?j

地球環境研究センターニュース Vo1.l6NO.6 

2005年9月 p.2-3

[28J 平出健次毘 f環境報告書の科用者ニーズ分

軒j冨部克彦，平山建次郎麗「日本企業の環境

報告一間い直される構報開示の意義j腕省エネ

ルギーセンター 2004. p.141-p.172 

[29J K. H.フォイヤヘアト・中村加都子『企業

戦略と環境コミュニケーションjt支報堂出版

2006 p.23-31 

[30] 松本恒雄 f消費者保護法制と CSRj経語法

令研究会編 f金融 CSRJ総覧 2007 p.182-

p.183 

[31] 本尾!頃一・清水正道・蟻生俊夫『やさしい



42 経営学論集 Vol. 47到o.4 

CSRイニシアチプj 日本境格協会 2007 [嵩静] 本訴究の遂行にあたち，統許延理をお手

p.46-47 1云いいただいた花田真一氏(東京大学経済

学研究科)に深く感謝申し上げます。

(受理 2007年11月298)


